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Ⅰ 受発注のデジタル化から始まるDX

政府の方針 2023年度までにEDIの普及率を５０％に
電子インボイスの導入、ISDNのｻｰﾋﾞｽ廃止。
⇒ 厳しい雇用環境・人材不足への対応
⇒ 中小企業の生産性・競争力向上が目標

産業データ連携基盤 異なるシステム間でも電子受発注が可
能に。デジタイゼーションだけでなく中
小企業のDX普及を期待。
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DXとは何か

◆DXとは、ITやデータを活用し、ビジネスモデルや組織を変革することによって、
競争優位を確立すること。

◆業務効率の改善は目的の一部に過ぎない。
◆デジタル経済の特質でもある「データが価値創出の源泉」と位置づけるデータ
ドリブン経営が普及し、時間・距離・規模の制約を超えた活動を可能にする
データを活用する経営が「半ばあたりまえ」な時代に変わろうとしている。

◆とくに、コロナ禍以降は市場環境や消費者の変化が刻々と変化しており、そう
した変化に追随するとともに、データから先を予測し、それを本部と加盟社が
共有し、消費者に向き合うことで競争力を強化していくことが重要になる。

◆DXを推進することにより、これまでのビジネスモデルを見直し、外部環境に合
わせた「変革」「変態」が求められている。
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受発注業務からのフロー

見積もり

注文

納期回答

出荷・配送

納品・検品

請求

決済
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サンプル フッター テキスト

現場担当者の
問題意識

⚫発注時の稟議を簡素化したい

⚫発注作業に手間がかかる

⚫取引先に応じた帳簿作成に工数がかかる

⚫請求書との照合に時間がとられる

⚫細かな手作業が残る

⚫業務のペーパーレスを進めたい

⚫契約書と取引を一元化したい

⚫納品から支払いまでの労力を減らしたい 6
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◆業務の効率化・コスト削減を図りたい

◆社内の文書フォーマットやルールを統一したい

◆商品マスターの統一は構造的課題である

◆月次決算を早めに出したい

◆見積もりから決済までデータを紐づけたい

◆ガバナンス強化を実現したい

◆セキュリティは最優先課題である

ミドルマネジャーの

問題意識
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サンプル フッター テキスト

◼全社的なDXの取り組みで業務を効率化したい

◼全社的なデータ（価値源泉）活用を促進したい

◼既存事業領域の高付加価値化または新規事業

領域の創出により新たな価値を創造したい

◼顧客起点による価値創出型BMに変革したい

◼スパニング・ケイパビリティを志向する企業文化と

多様な価値観を尊重する風土に変革し続ける能

力を獲得した、持続可能な組織を構築したい

経営幹部の問題意識

8
Copyright(C)2022 Atsushi Fukuda. All Rights Reserved



出所：HAKUHODO-I STUDIO

https://dmc.i-studio.co.jp/dx/digitization_digitalization/ 2022年7月1日閲覧
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出所：前頁と同じ
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出所：経済産業省（2020）「DXレポート２（中間とりまとめ）」DXの加速に向けた研究会、26頁

DX成功パターンの策定 | DXフレームワーク
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＜デジタル経済の特質＞
・データが価値創出の源泉
・時間・距離・規模の制約を超えた活動が可能
・ニッチ市場の取り込みによる市場拡大
・社会やコミュニティのあり方の再構築
・ソフトウェア化、ネットワーク化、モジュール化が進
むことでレイヤー構造化が進む

（１）デジタル化の動向

＜デジタル経済の視点＞

・あらゆる出来事が「データ」として記録される

・限界費用がほぼゼロに近い

・取引費用の低減

（２）プラットフォームビジネス
⚫ 「コミュニティのメンバー同士をつなげ、メンバー間の取引を可能にするビジネス」（ロール・クレア・レイエ＋

ブノワ・レイエ (2017)、根来龍之監訳／門脇弘典訳（2019）『プラットフォーマー勝者の法則』日本経済新聞出版社、p26）

⚫ 自らが所有やコントロールをしていない資源を用いて価値を創造するので、急成長を遂げるこ
とができる。（ジェフェリー・G・パーカー、マーシャル・W・ヴァン・アルスタイン、サンジート・ポール・チョーダリー（2016）、妹尾堅一郎監訳／渡部典子訳

（2018）『プラットフォーム・レボリューション』、p41）

デジタル化の動向とプラットフォームビジネス
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Ⅱ 日米企業のDXの取り組み状況
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日米企業のDXの取り組み状況
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日米企業のDXの取り組み状況
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日米企業のDXの取り組み状況
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日米企業のDXの取り組み状況
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日米企業のDXの取り組み状況
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Ⅲ中小企業のDX推進実態

出所：中小企業基盤整備機構（2022）「中小企業のDX推進に関するアンケート調査」
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出所：中小企業基盤整備機構（2022）「中小企業のDX推進に関するアンケート調査」

（n=1,000）



Copyright(C)2022 Atsushi Fukuda. All Rights Reserved

22

0.4
14.9
15.7

16.9
26.6

28.6
33.9
34.3
34.3
34.7

35.9
37.5
38.3

39.5
47.2

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

その他
RPA導入
AIの活用
IoT活用

テレワークの実施
基幹システムの構築・導入
クラウドサービスの活用
セキュリティ対策強化
データの戦略的活用
電子商取引の実施

電子決済導入
文書の電子化・ペーパーレス化

顧客データの一元管理
営業活動・会議のオンライン化

HPの作成

具体的なDXの取組み内容

出所：中小企業基盤整備機構（2022）「中小企業のDX推進に関するアンケート調査」

複数回答（n=248）
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出所：中小企業基盤整備機構（2022）「中小企業のDX推進に関するアンケート調査」

複数回答（n=1,000）



Copyright(C)2022 Atsushi Fukuda. All Rights Reserved

24

5.6

10.3

11

11

12.4

12.9

13.1

13.7

14.2

18.9

33.8

44.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

その他

融資債務保証

相談窓口の開設

DX自己診断ツール

ベンダー・ツール情報の提供

研修制度

専門家の派遣

先進事例の公表

公的支援機関や専門家の経営相談を活用

セミナーの活用

中小企業のためのDX推進指針の策定・公表

補助金・助成金

DX推進に向けて期待する支援策

出所：中小企業基盤整備機構（2022）「中小企業のDX推進に関するアンケート調査」

複数回答（n=1,000）



中小企業でDXが進まない理由としては、

⚫ 社内でDXの認知・理解が進んでいない
⚫ デジタル分野の人材が不足している
⚫ 予算が確保できない
⚫ 将来のコスト負担が不安である
⚫ データの活用による生産性向上のシナリオが描けない
⚫ 現状維持に固執する
⚫ 本来は強みであるハズの機動力が生かされていない
⚫ 戦略や組織・風土の変革が見通せない
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見積もりから決済まで一気通貫するために
企業のDXは受発注のデジタル化から始まる

分業と協業を推進するボランタリーチェーンとして
何ができるか

商流の特徴と構造課題を踏まえ、どのようにして
Goalを目指すのか



Ⅳ．VCシステムでDXに期待すること
１．VCシステムの概要

メーカー

VC本部
卸

加盟社１

加盟社２ 加盟社３

加盟社４

チェーン本部の機能

仕入の集中管理

情報の集約と加盟店へのフィードバック

加盟店の業績把握と経営指導・業務改善

加盟社の繁栄＆地域社会への貢献

資料；VCA（2016）『創立50周年記念誌 これからのボランタリーチェーン』を参照して作成
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２．VCシステムの革新

ＶＣシステムの革新とは、生産者と地域小売店を効果的・効率的に連結するサプライチェーン
の構築（垂直連携の強化）と地域生活ニーズにきめ細かく対応する小売・サービスの実現
（水平連携の促進）である。この革新性は本部ごとに特徴があり一様ではない。
顧客と価値を共創する意義を説くサービスードミナント・ロジックの議論に限らず、ニューノーマル
（ウィズコロナ）時代における地域生活者のWell-being(心身とともに社会的にも健康で満
足した生活を送れる状態)を高めるためにプラットフォームの構築が必要とする議論を含め本部
は革新を進めることが期待される。そのためには協業のあり方を柔軟に考えることも必要。

資料；VCA（2016）『創立50周年記念誌 これからのボランタリーチェーン』13頁に加筆
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３．VC本部の類型（総合機能型・限定機能型）
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出所 福田（2020b）より
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４．VC業界における商流パターンと
受発注電子化に向けた問題点

①本部を経由する受発注取引
②本部が債権管理のみ行う受発注取引
③本部を経由しない受発注取引

⚫ 令和3年VC実態調査によると、本部のEDIによる発注割合は全体で
37.7%、加盟店からのEDIによる受注割合は20.9%に留まっている。

⚫ 医薬品VCではEDIによる受発注の割合が高い。
⚫ 伝票処理や送り状の紐づけ等でアナログ処理が日常化している。
⚫ 新商品や季節商品も多く、メーカーや卸ごとに商品マスターがばら
ばらであるためマスターの整理・統合はハードルが高い。
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５．VC業界における受発注のデジタル化に向けた課題

出所：EYストラテジー・アンド・コンサルタンティング（2022）「受発注のデジタル化に関する推進方策報告書」15頁
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６.VC業界の受発注電子化で期待が膨らむGOAL

VC本部は、蓄積したデータを商品開発や営
業支援システム、営業事務作業の効率化、勤
怠管理、配送管理システム等に活用する。また、
店舗・倉庫オペレーションの省人化と需要予測、
在庫管理の効率化を進め、従業員を商談・接
客に集中させることで生産性を向上する。

大手小売企業やネット通販との競争が激化す
る中で、顧客との接点のデジタル化、明確な戦
略とローコスト運営に向けた業務プロセスのデジ
タル化は必須といえる。データ活用により、加盟
社の品揃え、推奨売価の提示、発注量を統計
的に推測し、精度と効率が高い店づくりで利益
の最大化と店舗への再投資に向けた機運を醸
成する。を見える化することが大事である。

一般に、独立した中小商業者（サービス
事業者を含む）にとって、安定したサプライ
チェーンの維持と教育や情報化などのカスタ
マイズされたリテールサポート無しに自社の競
争力を維持することは困難である。

VC本部がエヴィデンスに基づく科学的な支
援策を提供する基盤を構築できれば、中小
企業のＩＴ活用、業務効率の向上、事業
継続の可能性は拡がり、加盟社の競争力
が強化されてそれぞれの地域で持続可能な
経営に勤しむことが期待される。

ＶＣ本部が提供する諸機能は、中小商
業・サービス企業の存立基盤の確保を通じ
地域生活者の暮らしに大きく貢献する。
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ボランタリーチェーン（VC）事業は、中小商
業者が単独では解決が困難な課題を、本部
が供する諸機能を選択利用することで、独立
性を担保しつつオペレーション上の課題を解決
する優れたビジネスシステムである。

地域の生活者に寄り添う中小商業者を経営
面から支えるVC事業は、持続可能な優れた
ビジネスシステムの１つと考えられる。VC加盟
社の多くを占める中小商業者にとっても、情報
化、デジタル化への取り組みは喫緊の課題で
ある。本部を通じたデジタル化の経験は、地域
商業の革新に向けた牽引役としての活躍も期
待される。
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◆VCは本部が提供するサプライチェーン機能とリテールサポート機能を加盟
店が選択的に活用することで、経済的利益と社会的利益を同時追求す
る競争基盤を提供している。

◆VC加盟社の生産性を向上のために本部の統率力を強化し、経費を切り
詰めることで効率性及び付加価値を向上する方策を考える必要がある。

◆超高齢社会でアクティブシニア向けのプロモーションや買い物弱者向けの社
会サービスなど、地域の生活者に寄り添う中小小売企業を経営面から支
えるVC事業の正当性を広報し、本部の論理が優先するFC事業とは異な
る、VC事業への政策的支援の必要性を訴求するべきである。
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（補）VC事業の近未来(2030年)に向けた展望
＜2019年度中央会補助事業＞

～チャレンジングな目標（将来像）からのアプローチ～

（１）VCシステムが再評価され、加盟社の経営改善及びそのダイバシティを通じて地

域商業の存続に寄与し、生活者のQOL向上に貢献することが評価されている。

（２）異業種やグローバルな交流が活発化しネットワークの経済性が強化できている。

（３）VC本部が加盟社との信頼関係をベースに時代に適う統率力を発揮できている。

（４）VCの基本機能が産業界・社会・行政・教育機関に認知されている

（５）VC事業に対する政策支援が拡充・強化されている。
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７．VC事業のDXに向けた構造課題
① 本部、加盟社ともにモノリス（一枚岩）ではない

（加盟社〈店〉）規模の差が大きい）
② 加盟社の本部仕入れ集中率は約4割程度
③ データを基に本部が提供する科学的知見を採用するか否かは

加盟社側が決める状況（独立性と統制の伝統的議論）
④ 業務の標準化が必ずしも加盟社（店）の成果に連動するとは限らず、

とくに中小店はシステムより経営者の戦略観が重要なこともある
⑤ VC本部の取り組みを協会で標準化することは容易ではない
⑥ 分業と協業を１社（本部）で完結する仕組みは再考の余地あり。
即時物流プラットフォームやミニプログラムの活用など中国のDX

を活用したシステムはデジタル社会において参考になる。
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（Ａ）                  （Ｂ） 

（組織構成の仕組み）垂直型               本務的ＳＣＭ展開重視 

ＦＣ      ＶＣ          ＦＣ 

 

 

                （本部統率力）          （本部統率力） 

弱い                 強い   弱い            強い 

 

 

 

   ＶＣ 

 

水平型               地域との絆展開重視 

 

VCの今後の展開方向（FCとの相対）

出所：福田（2020a）より
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８．VC業界のGoalに向けたDXのステップ

業務のデジタル化

1
デジタル化の効果

を活かした効率化

2 全社的部署別

データの活用

3
全社的データの

活用

4
新たな価値創出

BM・組織の変革

5

地域生活者のWell-beingの
向上を新たな協業によるチェーン
オペレーションの力で達成すること

価値の源泉はデータであることを
理解し、受発注のデジタル化に取
り組むことの意義を共有する
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DX推進チームの役職者

CEO COO CDXO CIO
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